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容積率・都市計画ワンストップ

エリアマネジメント

航空法

公社管理道路（構造改革特区）

建築物用地下水の採取

開業ワンストップ

公証人

空港アクセス

官民人材

NPO

信用保証（一般社団等）

テレワーク

家事支援外国人材

創業外国人材

クールジャパン外国人材

外国人雇用相談

農業支援外国人材

高度人材ポイント制

海外大学卒業留学生

旅館業法

旅館業法（宅建業法）

自家用自動車

出入国手続き

道の駅

旅行業務取扱管理者試験

外国医師

臨床修練

病床

保険外併用

都心居住促進のための容積率・用途等土地利用規制の見直し（8）

エリアマネジメントの民間開放（道路の占用基準の緩和）

航空法の高さ制限に係る特例

民間事業者による公社管理有料道路の運営を可能化

建築物用地下水の採取規制地域における冷暖房利用の特例

外国人を含めた起業・開業促進のための各種申請ワンストップセンターの設置

公証人の公証役場外における定款認証

空港アクセスの改善に向けたバス関連規制の緩和

官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化（2）

NPO法人の設立手続きの迅速化

一般社団法人等への信用保証制度の適用

多様な働き方推進のための「テレワーク推進センター」の設置

外国人家事支援人材の活用

創業人材等の多様な外国人の受入れ促進

クールジャパン外国人材の受入れ促進、クールジャパン・インバウンド外国人材の受入れ・就労促進

外国人を雇用しようとする事業主への援助（相談センターの設置）

農業支援外国人材の受入れ

高度人材ポイント制にかかる特別加算の項目新設

滞在施設の旅館業法の適用除外

旅館業法の特例対象施設における重要事項説明義務がないことの明確化

過疎地等での自家用自動車の活用拡大

民間と連携した出入国手続き等の迅速化

道の駅の設置者の民間拡大

農家民宿等の宿泊事業者による旅行商品の企画・提供の解除

国際医療拠点における外国医師の診察・外国看護師の業務解禁

外国医師診療所

病床規制の特例による病床の新設・増床の容認

保険外併用療養の拡充

医学部

医療法人

粒子線

iPS等

遠隔服薬指導

医療機器相談

医薬品相談

可搬型PET

臨床試験専用病床（構造改革特区）

ユニット型指定介護

地域限定保育士

地域限定保育士（実施主体）

小規模認可保育所（対象年齢）

地方裁量型認可化移行施設

雇用条件

障がい者雇用

シニア・ハローワーク（構造改革特区）

公設民営学校

獣医学部

農業委員会

企業農地取得

農家レストラン

国有林野（面積）

国有林野（貸付対象）

特産酒類（焼酎等）（構造改革特区）

保安林解除

特定実験試験局

近未来技術実証ワンストップ

医学部の新設

医療法人の理事長要件の見直し

粒子線治療の研修に係る出入国管理及び難民認定法施行規則の特例

iPS細胞から製造する試験用細胞等への血液使用の解禁

特区薬事戦略相談制度の創設等による革新的医療機器の開発迅速化

可搬型PET装置のMRI室での使用

臨床試験専用病床の施設基準の緩和

ユニット型指定介護老人福祉施設設備基準に関する特例

「地域限定保育士」の創設（政令市による当該保育士試験の実施を含む）

多様な主体による地域限定保育士試験の実施

小規模認可保育所における対象年齢の拡大

地方裁量型認可化移行施設の設置

雇用条件の明確化のための雇用労働相談センターの設置

障がい者雇用に係る雇用率算定の特例拡充

高年齢者等に対する重点的な就職支援

公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の設置）

獣医学部の新設

農業委員会と市町村の事務分担

企業による農地取得の特例

農家レストランの農用地区域内設置の容認

国有林野の貸付面積の拡大

国有林野の貸付等に関する対象者の拡大

単式蒸留焼酎等の製造免許要件の緩和

保安林の指定の解除手続期間の短縮（2）

電波に係る免許発給までの手続きを大幅に短縮
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国家戦略特区で活用可能な規制改革メニュー

①都市再生

⑥介護

⑦保育

⑧雇用

⑨教育

⑩農林水産業

⑪近未来技術

②創業

③外国人材

④観光

⑤医療

革新的な医薬品の迅速かつ効率的な開発等を促進するための医療関係者に対する援助
（革新的な医薬品の開発迅速化）

テレビ電話等を活用した薬剤師による服薬指導の対面原則の特例、テレビ電話等を活用した
薬剤師による服薬指導の対面原則の特例（実証的実施の拡大）

自動車の自動運転や小型無人機等の実証実験を促進するための近未来技術実証に関する
ワンストップセンターの設置

日本語教育機関卒業後の就職活動期間の延長
（国家戦略特別区域海外大学卒業外国人留学生の就職活動支援事業）
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容積率・都市計画ワンストップ

エリアマネジメント

航空法

公社管理道路（構造改革特区）

建築物用地下水の採取

開業ワンストップ

公証人

空港アクセス

官民人材

NPO

信用保証（一般社団等）

テレワーク

家事支援外国人材

創業外国人材

クールジャパン外国人材

外国人雇用相談

農業支援外国人材

高度人材ポイント制

海外大学卒業留学生

旅館業法

旅館業法（宅建業法）

自家用自動車

出入国手続き

道の駅

旅行業務取扱管理者試験

外国医師

臨床修練

病床

保険外併用

都心居住促進のための容積率・用途等土地利用規制の見直し（8）

エリアマネジメントの民間開放（道路の占用基準の緩和）

航空法の高さ制限に係る特例

民間事業者による公社管理有料道路の運営を可能化

建築物用地下水の採取規制地域における冷暖房利用の特例

外国人を含めた起業・開業促進のための各種申請ワンストップセンターの設置

公証人の公証役場外における定款認証

空港アクセスの改善に向けたバス関連規制の緩和

官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化（2）

NPO法人の設立手続きの迅速化

一般社団法人等への信用保証制度の適用

多様な働き方推進のための「テレワーク推進センター」の設置

外国人家事支援人材の活用

創業人材等の多様な外国人の受入れ促進

クールジャパン外国人材の受入れ促進、クールジャパン・インバウンド外国人材の受入れ・就労促進

外国人を雇用しようとする事業主への援助（相談センターの設置）

農業支援外国人材の受入れ

高度人材ポイント制にかかる特別加算の項目新設

滞在施設の旅館業法の適用除外

旅館業法の特例対象施設における重要事項説明義務がないことの明確化

過疎地等での自家用自動車の活用拡大

民間と連携した出入国手続き等の迅速化

道の駅の設置者の民間拡大

農家民宿等の宿泊事業者による旅行商品の企画・提供の解除

国際医療拠点における外国医師の診察・外国看護師の業務解禁

外国医師診療所

病床規制の特例による病床の新設・増床の容認

保険外併用療養の拡充

医学部

医療法人

粒子線

iPS等

遠隔服薬指導

医療機器相談

医薬品相談

可搬型PET

臨床試験専用病床（構造改革特区）

ユニット型指定介護

地域限定保育士

地域限定保育士（実施主体）

小規模認可保育所（対象年齢）

地方裁量型認可化移行施設

雇用条件

障がい者雇用

シニア・ハローワーク（構造改革特区）

公設民営学校

獣医学部

農業委員会

企業農地取得

農家レストラン

国有林野（面積）

国有林野（貸付対象）

特産酒類（焼酎等）（構造改革特区）

保安林解除

特定実験試験局

近未来技術実証ワンストップ

医学部の新設

医療法人の理事長要件の見直し

粒子線治療の研修に係る出入国管理及び難民認定法施行規則の特例

iPS細胞から製造する試験用細胞等への血液使用の解禁

特区薬事戦略相談制度の創設等による革新的医療機器の開発迅速化

可搬型PET装置のMRI室での使用

臨床試験専用病床の施設基準の緩和

ユニット型指定介護老人福祉施設設備基準に関する特例

「地域限定保育士」の創設（政令市による当該保育士試験の実施を含む）

多様な主体による地域限定保育士試験の実施

小規模認可保育所における対象年齢の拡大

地方裁量型認可化移行施設の設置

雇用条件の明確化のための雇用労働相談センターの設置

障がい者雇用に係る雇用率算定の特例拡充

高年齢者等に対する重点的な就職支援

公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の設置）

獣医学部の新設

農業委員会と市町村の事務分担

企業による農地取得の特例

農家レストランの農用地区域内設置の容認

国有林野の貸付面積の拡大

国有林野の貸付等に関する対象者の拡大

単式蒸留焼酎等の製造免許要件の緩和

保安林の指定の解除手続期間の短縮（2）

電波に係る免許発給までの手続きを大幅に短縮
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国家戦略特区で活用可能な規制改革メニュー

①都市再生

⑥介護

⑦保育

⑧雇用

⑨教育

⑩農林水産業

⑪近未来技術

②創業

③外国人材

④観光

⑤医療

革新的な医薬品の迅速かつ効率的な開発等を促進するための医療関係者に対する援助
（革新的な医薬品の開発迅速化）

テレビ電話等を活用した薬剤師による服薬指導の対面原則の特例、テレビ電話等を活用した
薬剤師による服薬指導の対面原則の特例（実証的実施の拡大）

自動車の自動運転や小型無人機等の実証実験を促進するための近未来技術実証に関する
ワンストップセンターの設置

日本語教育機関卒業後の就職活動期間の延長
（国家戦略特別区域海外大学卒業外国人留学生の就職活動支援事業）
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